
 

 

平成１５年１０月２２日 
  各      位 

会 社 名  三 菱 製 鋼 株 式 会 社 
代表者名  取締役社長  加 藤 秋 夫 
（コード番号  ５６３２ ） 
問合せ先  経理部長   吉 田 一 夫           
（TEL．０３－３５３６－３１３５ ） 

 
 

中間業績予想の修正に関するお知らせ 
 
 
 本年５月１５日の決算発表時に公表した平成１６年３月期（平成１５年４月１日～平成１６年３月
３１日）の中間業績予想を下記のとおり修正いたします。 
  

記 
 
１．１６年３月期の単独中間業績予想数値の修正（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 中間純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） ３３，０００      ８００         ４００ 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ３４，８００  ４９０          ５２０  

増  減  額          （Ｂ－Ａ）      １，８００     △     ３１０         １２０ 

増 減 率            （％）      ５．５ △   ３８．８       ３０．０  

（ご参考） 
前期実績（平成 14 年 9 月中間期） 

２８，５９３      １２７           ８３ 

 
２．１６年３月期の連結中間業績予想数値の修正（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 中間純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） ４５，０００      １，３００  ６００ 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） ４４，５００          １５０ ５０ 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △     ５００ △ １，１５０  △   ５５０  

増 減 率            （％）   △    １．１  △   ８８．５ △   ９１．７   

（ご参考） 
前期実績（平成 14 年 9 月中間期） 

３９，７０６      １，０４９ ４９４ 

 
   なお、平成１６年３月期の通期業績予想につきましては、中間決算発表時(１１月１３日)に見 

直しを行う予定であります。 
 
 
 



 

 

 
 

３．修正の理由 

   （単 独） 

   当中間期の売上高は、ばね及び特殊鋼鋼材の増収により前年同期比２１％強、約６２億円増収
の３４８億円となる見込であります（期初予想比５.５％、約１８億円増)。 

   経常利益は４億９千万円と、前年同期比約３億６千万円の増益となりますが、期初予想比では
３億１千万円下回る見込みであります。ばね事業及び特殊鋼鋼材事業は順調な売上で増益を確保
したものの、素形材事業のコスト改善が遅れたことが期初予想に対して未達の主な要因でありま
す。 

一方、中間純利益は、株式売却による特別利益約３億６千万円の計上もあって５億２千万円と、
前年同期比約４億４千万円の増益となり、期初予想を１億２千万円上回る見通しであります。 

 

   （連 結） 

   当中間期の連結売上高は、前年同期比１２％強増収の４４５億円と、ほぼ期初予想どおりとな
る見込であります。 

   連結経常利益につきましては、期初予想では、たな卸資産評価方法の変更（今中間期より後入
先出法から総平均法に変更）による減益要因（約５億５千万円）があるものの、増収及びコスト
削減効果を織り込み、全体として前年同期比増益を見込んでおりました。しかしながら、コスト
改善の遅れに加え海外子会社の収益悪化―  

  特に 
① 北米におけるばね合弁事業が、材料費関連のコストアップにより、大幅に採算が悪化したこ 
 と 
② フィリピンの精密ばね子会社が、組立品の新機種切り替えの遅れに伴う売上減と急激な円高  
 に伴う円建借入金為替差損の計上により収益が減少したこと 

等があり、連結経常利益は１億５千万円（期初予想比１１億５千万円減、前年同期比約９億円減）
にとどまる見込であります。 

これに、株式売却による特別利益約３億６千万円を計上し、法人税等及び少数株主利益を控除
した結果、連結中間純利益は５千万円と、前年同期比約４億４千万円減、期初予想を５億５千万
円下回る見通しであります。 

 

４.通期業績見通し 

下半期の見通しにつきましては、 

   ①ばね事業及び特殊鋼鋼材事業は、自動車・建機関連業界の需要が引き続き堅調であること 

②素形材事業は、精密鋳造品の海外移転による競争力強化の効果がフルに寄与すること 

③たな卸資産の評価方法変更による影響(減益要因)が殆ど無くなること 

等から上半期に比べて大幅な増益となる見通しでありますが、具体的通期業績予想につきまして
は、本年１１月１３日に公表の中間決算短信にて発表する予定であります。 

                                         以  上 

 


